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中間配当支払開始日   平成１８年１２月１１日    単元株制度採用の有無  有(1単元1,000株) 
 
１．１８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

(1) 経営成績             (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 百万円      ％ 百万円     ％ 百万円       ％  

１８年９月中間期  ２３,１７８ (０.５)     ６３７ (６.３)     ４８１ (１２.９)  
１７年９月中間期  ２３,０５７ (１.６)     ５９９ (４３.７)     ４２５ (９１.１)  

１８年３月期  ４６,０４２    １,１５０      ８３２   
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1株当たり中間 

(当期)純利益 

        百万円        ％      円  銭 

１８年９月中間期     １９２ (     )      １４ ２９ 

１７年９月中間期     △７３ (     )      △５ ４７ 

１８年３月期    １７５       １３ ０９ 

(注)1．期中平均株式数 18年9月中間期 13,483,582株 17年9月中間期 13,408,493株 
                        18年3月期 13,414,224株 

  2．会計処理の方法の変更   無 

  3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
  
(2) 財政状態            (注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１８年９月中間期       ３４,８５８           ７,７７９           ２２.３   ５７６ ５２ 

１７年９月中間期       ３４,０３６           ７,３１７           ２１.５   ５４５ ５７ 

１８年３月期       ３４,９４８           ７,６１９           ２１.８   ５６６ ３９ 

(注)1．期末発行済株式数 18年9月中間期 13,493,721株 17年9月中間期 13,411,788株 

                          18年3月期 13,453,064株 

  2．期末自己株式数  18年9月中間期57,274株 17年9月中間期139,207株 18年3月期97,931株 
 
２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
通 期    ４６,３００          ９００ ４４０     

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）３２円６１銭 ※営業利益１,２６０百万円 
 
３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

１８年３月期 ５.００ ５.００ １０.００ 

１９年３月期（実績） ５.００ － 

１９年３月期（予想） － ５.００ 
１０.００ 

 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の５ページを参照してください。 

― ２４ ― 

  



１－ａ中 間 貸 借 対 照 表

（単位：千円）

期　　別 前　期　の　要　約

貸　借　対　照　表

（平成17年9月30日現在） （平成18年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

科　　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

(資　産　の　部) ％ ％ ％

 流  動  資  産

現 金 及 び 預 金 1,034,026 1,147,482 953,312

売 掛 金 806,122 932,764 769,716

た な 卸 資 産 7,433,351 7,528,404 8,062,112

そ の 他 761,742 559,229 1,150,412

流 動 資 産 合 計 10,035,24329.5 10,167,88129.2 10,935,55331.3

 固  定  資  産

建 物 3,955,514 3,895,266 3,949,129

土 地 9,529,005 10,452,662 9,638,976

そ の 他 612,264 603,382 556,911

有形固定資産合計 14,096,78341.4 14,951,31242.9 14,145,01740.5

92,256 0.3 92,5810.3 91,3220.2

投 資 有 価 証 券 1,081,401 1,184,029 1,258,223

保 証 金 5,678,244 5,537,125 5,589,352

そ の 他 3,116,545 2,966,836 2,969,884

貸 倒 引 当 金 △64,325 △40,925 △40,925

投資その他の資産合計 9,811,86628.8 9,647,06627.6 9,776,53528.0

固 定 資 産 合 計 24,000,90670.5 24,690,96070.8 24,012,87568.7

資 産 合 計 34,036,150100.034,858,841100.034,948,428100.0

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

前　中　間　期　末 当　中　間　期　末

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

－　２５　－



（単位：千円）

期　　別 前　期　の　要　約

貸　借　対　照　表

（平成17年9月30日現在） （平成18年9月30日現在）（平成18年3月31日現在）

科　　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

(負　債　の　部) ％ ％ ％

  流  動  負  債

買 掛 金 7,092,396 6,829,489 6,682,770

短 期 借 入 金 5,443,000 5,724,000 5,539,400

１年以内償還予定社債 1,030,000 280,000 1,180,000

未 払 法 人 税 等 156,053 122,455 23,277

そ の 他 1,655,226 2,003,416 1,393,615

流 動 負 債 合 計 15,376,67645.214,959,36142.914,819,06342.4

  固  定  負  債

社 債 725,000 2,420,000 1,760,000

長 期 借 入 金 8,304,000 7,062,774 8,034,429

退 職 給 付 引 当 金 1,171,238 1,086,462 1,133,472

役員退職慰労引当金 879,500 878,620 879,500

そ の 他 262,661 672,177 702,288

固 定 負 債 合 計 11,342,39933.312,120,03534.812,509,68935.8

負 債 合 計 26,719,07578.527,079,39777.727,328,75278.2

(資  本　の　部)

  資    本    金 2,874,2548.5 － － 2,874,2548.2

  資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 3,406,859 － 3,406,859

資 本 剰 余 金 合 計 3,406,85910.0 － － 3,406,8599.7

  利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 298,497 － 298,497

任 意 積 立 金 500,000 － 500,000

利 益 剰 余 金 合 計 827,7112.4 － － 1,006,7692.9

  その他有価証券評価差額金 269,5640.8 － － 375,0321.1

  自　己　株　式 △61,314△0.2 － － △43,238△0.1

資 本 合 計 7,317,07421.5 － － 7,619,67621.8

負 債 資 本 合 計 34,036,150100.0 － － 34,948,428100.0

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

208,272

前　中　間　期　末 当　中　間　期　末

中間(当期)未処分利益 29,214 －

－　２６　－



（単位：千円）

期　　別 前　期　の　要　約

貸　借　対　照　表

（平成18年9月30日現在）（平成18年3月31日現在）

科　　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

(純 資 産 の 部) ％ ％ ％

株　主　資　本

  資    本    金 － － 2,874,2548.2 － －

  資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 － 3,406,859 －

資 本 剰 余 金 合 計 － － 3,406,8599.8 － －

  利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 － 298,497 －

そ の 他 利 益 剰 余 金

　別 途 積 立 金 － 500,000 －

利 益 剰 余 金 合 計 － － 1,129,5523.3 － －

  自　己　株　式 － － △25,277△0.1 － －

株 主 資 本 合 計 － － 7,385,38821.2 － －

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － － 394,0561.1 － －

評価・換算差額等合計 － － 394,0561.1 － －

純 資 産 合 計 － － 7,779,44422.3 － －

負 債 純 資 産 合 計 － － 34,858,841100.0 － －

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

－

前　中　間　期　末 当　中　間　期　末

　繰越利益剰余金 － 331,055

（平成17年9月30日現在）

－　２７　－



（単位：千円）

期     別 前  期  の  要  約

損  益  計  算  書

自 平成17年4月 1日 自 平成18年4月 1日 自 平成17年4月 1日

至 平成17年9月30日 至 平成18年9月30日 至 平成18年3月31日

科     目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

％ ％ ％

売 上 高 23,057,260100.023,178,955100.046,042,449100.0

売 上 原 価 16,737,71072.616,890,38872.933,628,96373.0

売  上  総  利  益 6,319,54927.46,288,56727.112,413,48527.0

営 業 収 入 319,3941.4 310,4071.4 643,4571.4

営  業  総  利  益 6,638,94328.86,598,97528.513,056,94228.4

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,039,17726.25,961,33325.711,906,26925.9

営   業   利   益 599,7652.6 637,6422.8 1,150,6732.5

営 業 外 収 益 33,1300.1 30,2050.1 78,5380.2

営 業 外 費 用 206,9010.9 186,6940.8 397,1750.9

経   常   利   益 425,9951.8 481,1532.1 832,0361.8

特 別 損 失 442,4511.9 166,9050.7 442,4511.0

法人税、住民税及び事業税 132,2530.5 99,6010.5 179,2390.4

法 人 税 等 調 整 額 △75,374△0.3 21,9620.1 34,7430.1

前 期 繰 越 利 益 103,040 － 103,040

中 間 配 当 額 －　 － 67,053

自 己 株 式 処 分 差 損 490 － 3,316

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

中間（当期）未処分利益

前　中　間　期 当　中　間　期

税引前中間（当期）純利益又は
税 引 前 中 間 純 損 失 （ △ ）

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
又 は 中 間 純 損 失 （ △ ）

29,214 － 

△73,336△0.3 0.40.8

208,272

192,684 175,602

１－ ｂ中 間 損 益 計 算 書

△16,456△0.1 314,2481.4 389,5850.8

－　２８　－



　　　　(単位:千円)

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年3月31日　残高 2,874,2543,406,8593,406,859298,497500,000208,2721,006,769△ 43,2387,244,643

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 67,265△ 67,265 △ 67,265

中間純利益 192,684192,684 192,684

自己株式の取得 － △ 1,024△ 1,024

自己株式の処分 △ 2,635△ 2,63518,98516,350

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額(純額）

－　 －　 －　 －　 －　 122,783122,78317,960140,744

平成18年9月30日　残高 2,874,2543,406,8593,406,859298,497500,000331,0551,129,552△ 25,2777,385,388

平成18年3月31日　残高 375,032375,0327,619,676

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 67,265

中間純利益 192,684

自己株式の取得 △ 1,024

自己株式の処分 16,350

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額(純額）

19,02319,02319,023

19,02319,023159,768

平成18年9月30日　残高 394,056394,0567,779,444

（注）千円未満の端数は切り捨てて表示しております。

株主資本
合計

自己株式

資本剰余金

１－ｃ中間株主資本等変動計算書

株主資本

資本金
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

中間会計期間中の変動額
合計

中間会計期間中の変動額
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等

利益剰余金

利益剰余金
合計

純資産合計

－　２９　－



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 １．資産の評価基準及び評価方法  

       (１)有価証券 

        子 会 社 株 式           移動平均法による原価法 

        その他有価証券 

時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

                     時価のないもの  移動平均法による原価法 

        (２)デリバティブ 時価法 

        (３)たな卸資産 

        商     品  店舗在庫商品      売価還元原価法 

              物流センター在庫商品  移動平均法による原価法 

        貯  蔵  品  最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、

定額法を採用しております。  

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物   2～50年  構築物  3～60年 

 ３．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金  

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 (２)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による 定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理す

ることとしております。 

(３)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上して

おります。 

  なお、当社は、平成17年６月をもって当内規を廃止したため、平成17年７月以降、

新たな役員退職慰労引当金の繰入は行っておりません。当中間会計期間末における役

員退職慰労引当金残高は当内規の廃止以前から在職している役員に対する支給予定

額であります。 

 ４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

 ５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 

 

 

― ３０ ― 



６．ヘッジ会計の方法 

  (１)ヘッジ会計の方法 

 主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理

の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。 

   (２)ヘッジ対象 

   借入金、社債及び外貨予定取引 

   (３)ヘッジ方針 

通常業務を遂行するうえで金利・為替変動のリスクを調整・コントロールするため、

金利スワップ・為替予約等のヘッジ手段を利用することがあります。なお、投機目的

やトレーディング目的ではヘッジ手段を利用しない方針であります。 

   (４)ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評

価しております。ただし、振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている

金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理の方法 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 ８．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

    当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用し

ております。 

    これまでの資本の部の合計に相当する金額は7,779,444千円であります。 

    なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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 注記事項 

①リース取引 
 ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 
 
②有価証券 
 当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 
 
③貸借対照表関係 

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前   期   末 

 １．有形固定資産  １．有形固定資産  １．有形固定資産 

減価償却累計額  7,823,173千円 減価償却累計額  7,602,782千円 減価償却累計額  7,990,617千円 

 ２．担保に供されている資産  ２．担保に供されている資産  ２．担保に供されている資産 

  建物  2,667,610千円   建物  2,633,497千円   建物  2,583,152千円 

  土地  8,976,396   土地  9,915,555   土地  8,986,367 

  定期預金（長期）  1,100,000   定期預金（長期）  1,100,000   定期預金（長期）  1,100,000 

計 12,744,007 計 13,649,052 計 12,669,520 

 上記資産が担保に付されている 

債務 

 上記資産が担保に付されている 

債務 

 上記資産が担保に付されている 

債務 

 短期借入金  3,391,000千円  短期借入金  1,065,000千円  短期借入金  3,880,600千円 

 １年以内 
償還予定社債 

900,000 
１年以内返済 
予定長期借入金 

1,994,000 
１年以内返済 
予定長期借入金 

1,574,400 

 長期借入金  6,729,000  長期借入金  6,235,000 

計 11,020,000  社債   750,000 

 １年以内 
償還予定社債 

900,000 

 保証債務    750,000千円 計 10,044,000  長期借入金 6,475,000 

   保証債務    750,000千円 計 10,149,400 

     保証債務    750,000千円 

上記のほか、関税法及び消費税

法等に基づき輸入商品の関税・消

費税等の納期限延長の担保とし

て、投資有価証券100,440千円を供

しております。 

上記のほか、関税法及び消費税

法等に基づき輸入商品の関税・消

費税等の納期限延長の担保とし

て、投資有価証券99,820千円を供

しております。 

上記のほか、関税法及び消費税

法等に基づき輸入商品の関税・消

費税等の納期限延長の担保とし

て、投資有価証券99,330千円を供

しております。 

３．偶発債務 

債務保証 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し債務保証を行っ

ております。 

３．偶発債務 

債務保証 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し債務保証を行っ

ております。 

３．偶発債務 

債務保証 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し債務保証を行っ

ております。 

（会社名） （金  額） （会社名） （金  額） （会社名） （金  額） 

㈱ジャンボ     38,160千円 ㈱ジャンボ      9,600千円 ㈱ジャンボ     23,880千円 

㈱システック     10,000 ㈱システック     10,000 ㈱システック     10,000 

㈲無量寿    750,000 ㈲無量寿    750,000 ㈲無量寿    750,000 

㈱テルウェル 
ホームセンター     60,000 計    769,600 ㈱テルウェル 

ホームセンター     60,000 

計    858,160     計   843,880 
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前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前   期   末 

保証予約 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し保証予約を行っ

ております。 

保証予約 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し保証予約を行っ

ております。 

保証予約 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し保証予約を行っ

ております。 

（会社名） （金  額） （会社名） （金  額） （会社名） （金  額） 

㈱システック     10,000千円 ㈱システック   10,000千円 ㈱システック     10,000千円 

計     10,000 計   10,000 計     10,000 

経営指導念書 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し経営指導念書を

差入れております。 

経営指導念書 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの銀行取引に対し経営指導念

書を差入れております。 

経営指導念書 

 下記の関係会社の金融機関よ

りの借入に対し経営指導念書を

差入れております。 

（会社名） （金  額） （会社名） （金  額） （会社名） （金  額） 

㈱ジャンボ    150,000千円 ㈱ジャンボ   ㈱ジャンボ    150,000千円 

計    150,000    短期借入金   40,000千円 計    150,000 

  通貨オプション
取引（契約額） 

112,580   

 ４．消費税等の表示 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 ４．消費税等の表示 

同    左 

 ４．消費税等の表示 

 未払消費税等は流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

 ５．             ５．中間期末日満期手形  ５．            

 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当中間会

計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の中間期末日満

期手形が中間期末残高に含まれ

ております。 

 

 設備支払手形 5,292千円  
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④損益計算書関係 

前 中 間 期 当 中 間 期 前     期 

１．営業外収益のうち重要なもの １．営業外収益のうち重要なもの  １．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息       10,858千円 受取利息     11,893千円 受取利息       22,819千円 

受取配当金        3,197 受取配当金      3,600 受取配当金       4,811 

為替差益 13,136 為替差益 7,274 為替差益 22,528 

    貸倒引当金 
戻入益 

10,400 

２．営業外費用のうち重要なもの ２．営業外費用のうち重要なもの  ２．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息      147,424千円 支払利息    107,856千円 支払利息      263,658千円 

社債利息        7,924 社債利息     10,695 社債利息      15,753 

融資手数料 36,504 融資手数料 30,591 融資手数料 54,666 

３．特別損失のうち重要なもの ３．特別損失のうち重要なもの  ３．特別損失のうち重要なもの 

減損損失      273,608千円 減損損失    146,837千円 減損損失 273,608千円 
前期末における未
払従業員給料手当

及び法定福利費等 
168,842 

建物及び構築物 

売却損 
20,067 

前期末における未
払従業員給料手当

及び法定福利費等 
168,842 

４．減損損失  ４．減損損失  ４．減損損失 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

当社は、ホームセンター事業につ

いては各店舗毎にグループ化し、減

損損失を認識しております。 

ホームセンター事業においては、

近隣の同業他社との厳しい競争の結

果、営業損益の悪化が予想される店

舗について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（273,608千円）として特別損失に計

上いたしました。その内訳といたし

ましては、建物132,780千円、構築物

20,536千円、その他120,291千円であ

ります。 

 なお、各資産の回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、正

味売却価額については不動産鑑定士

による不動産鑑定評価額等により算

定しております。 

場所 用途 種類 

静岡県榛原郡 

吉田町 他６件 
店舗 

建物及び 

構築物等 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

当社は、ホームセンター事業につ

いては各店舗毎にグループ化し、減

損損失を認識しております。 

ホームセンター事業においては、

近隣の同業他社との厳しい競争の結

果、営業損益の悪化が予想される店

舗について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（146,837千円）として特別損失に計

上いたしました。その内訳といたし

ましては、建物81,681千円、土地

15,501千円、その他49,654千円であ

ります。 

 なお、各資産の回収可能価額は正

味売却価額又は使用価値により測定

しており、正味売却価額については

不動産鑑定士による不動産鑑定評価

額等を、使用価値については将来キ

ャッシュ・フローを３％で割り引い

て算定しております。 

場所 用途 種類 

静岡県菊川市 

他９件 
店舗 

建物及び 

土地等 

 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

当社は、ホームセンター事業につ

いては各店舗毎にグループ化し、減

損損失を認識しております。 

ホームセンター事業においては、

近隣の同業他社との厳しい競争の結

果、営業損益の悪化が予想される店

舗について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（273,608千円）として特別損失に計

上いたしました。その内訳といたし

ましては、建物132,780千円、構築物

20,536千円、その他120,291千円であ

ります。 

 なお、各資産の回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、正

味売却価額については不動産鑑定士

による不動産鑑定評価額等により算

定しております。 

場所 用途 種類 

静岡県榛原郡 

吉田町 他６件 
店舗 

建物及び 

構築物等 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

有形固定資産       183,619千円 有形固定資産     170,614千円 有形固定資産      375,427千円 

無形固定資産          980 無形固定資産       1,040 無形固定資産        1,982 
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⑤中間株主資本等変動計算書関係 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式

数(千株) 

当中間会計期間増

加株式数(千株) 

当中間会計期間減

少株式数(千株) 

当中間会計期間末

株式数(千株) 

普通株式 (注)１，２ 97 2 43 57 

合計 97 2 43 57 

（注）１．普通株式の自己株式の増加2千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ２．普通株式の自己株式の減少43千株は、ストック・オプションの権利行使による減少であります。 
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